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「公共土木施設災害復旧の基本事
項について」（法令等）

平成３１年度 「災害応急対策講習会」
（一社）全測連九州地区協議会

平成３１年４月１６日

災害復旧技術専門家（公益法人全国防災協会）

後藤信孝
九州建設コンサルタント（株）福岡支店駐在

０９２－８７４－３１４１



災害復旧事業のフロー

災害報告

国庫負担申請

災害査定

事業費決定

工事実施

成功認定

災害緊急調査
事前打合せ

応急工事

失格
欠格

廃 工
工事中止

設計変更
合併施行協議（再調査）

２ヶ月以内

復旧工事は着工可

申請額
概ね２０，０００
千円未満は整
備局が査定。

被災後10日以内

完了年度経過後遅滞なく実施
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災害査定のイメージ

申請者
（地方公共団体

（県、市町村））

査定官
（国土交通省）

査定責任者

立会官
（財務省）

一般住民災害査定

３者合意
（朱をもって合意）

説明責任

事務官
（国土交通省）



朱入れの例

７４

申請額が300万円未満の場合は机
上査定を行うことができる。

方針12条
＊机上査定を活用して効率のよい
査定計画とする。

手帳P185
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Ⅰ 災害復旧事業関係法令

• 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（法）

（昭和２６年）

• 同法施行令（令）（昭和２６年）

• 同法施行規則（規則）（平成１２年）

• 同法事務取扱要綱（要綱）（昭和３１年）

• 公共土木施設災害復旧事業査定方針（方針）

（昭和３２年）

・災害査定申し合わせ事項（昭和４０年）
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Ⅱ 負担法の目的・災害の定義

○公共土木施設の災害復旧事業費について

○地方公共団体の財政力に適応するように、
国の負担を定めて

○災害の速やかな復旧を図り、公共の福祉を
確保する

負担法の目的（法第１条）
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Ⅲ 災害の採択要件

１．異常な天然現象により生じた災害であること。

２．負担法上の公共土木施設で現に維持管理され
ていること。

３．地方公共団体又はその機関が施行するもの。

＊負担法の適用除外に該当しないもの。

第1 「負担法」でいう災害の必要３条件

手帳Ｐ３
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１．河川

①警戒水位（氾濫注意水位）以上の水位

②河岸高の５割程度以上の水位（警戒水位未定部）

③長時間にわたる融雪出水等

２．河川以外の施設災害

①最大２４時間雨量８０ｍｍ以上の降雨

②時間雨量等が特に大である場合（時間雨量が２０ｍｍ
程度以上）

３．最大風速（１０分間平均風速の最大）１５ｍ以上

第２ 異常な天然現象の基準 手帳Ｐ６
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４．高潮、波浪、津波による軽微でない災害

５．地震、地すべり、落雷、干ばつ等による災害

＊地すべりについてH30年度方針

専門家（学識者、研究機関）による意見聴取（原則義務化）

６．積雪が過去１０ヶ年間の最大積雪深の平均値を
超え、かつ１ｍ以上の雪による災害（異常積雪
災）

７．最近１０ヶ年間の最大凍結指数を超える低温に
よる災害（凍上災）

第２ 異常な天然現象の基準
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１．河川

①法河川、準用河川、普通河川

②維持管理上必要な堤防、護岸、水制、その他施設

③沿岸保全のため防護が必要な河岸

（ただし、砂防法３条２の規定により同法が準用され
る天然河岸を除く）

２．海岸

①国土保全のため防護が必要な海岸

②堤防、護岸、突堤、その他海岸を防護する施設

第３ 公共土木施設 手帳P３

手帳P85
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３．砂防設備
①砂防指定地内の砂防設備
②砂防指定地外にある砂防のための施設
③砂防法３条２の規定により同法が準用される天

然河岸

４．地すべり防止施設

地すべり防止区域内にある排水施設、擁壁、ダ
ム、その他地すべりを防止する施設

５．急傾斜崩壊防止施設

急傾斜崩壊危険区域内の擁壁、排水施設、その
他の急傾斜地崩壊防止施設
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６．道路

①一般国道、都道府県道、市町村道、地方公
共団体管理の有料道路

②トンネル、橋、渡船施設、道路用エレベー
ター等道路と一体となって効用する施設

③スノーシェッド、スノーシェルター、横断歩道
橋、横断地下道、地下駐車場、路上駐車場、
落石覆工、法面処理工

④主務大臣が指定する道路の付属物

路上の柵･駒止、道路情報管理施設、街灯、
標識、資機材常置場、駐車場、駐輪場、共
同溝、防雪・防砂施設
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第４ 管理者が２者以上の場合の取り扱い

１．兼用工作物

いずれか効用が大きい施設で申請

２．共同施設

多目的ダム等、管理者の負担割合を乗じて
得た額が限度

３．他省所管と関係ある施設

二重採択防止のため各管理者間で協議し、
証明書を提出

４．行政区間をまたぐ施設

管理者間の協定に基づきそれぞれの負担分を
申請

手帳P107

手帳P117

手帳P109

手帳P106
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Ⅳ 災害復旧事業の採択範囲
第１ 災害復旧事業の定義（法第２条）

１．原形復旧の原則（法第２条の２）
（従前の効用を復旧することを含む）

●災害の未然防止、効用の増大等は災害復旧事
業の範囲外

２．原形復旧困難又は不適当な場合はこれに代わ
る施設で復旧（法第２条の３）

事務取扱要綱（例）

①原形復旧（第２・１） ②原形復旧不可能（第２．２．（一））

③原形復旧困難（第３．（一））④原形復旧不適当第３．（二））

手帳P10
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原形復旧不可能 事例

根継工

地形・地盤の変動 15
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原形復旧困難 事例

河川の埋塞により新川を開削し、
従前の効用を復旧

Ａ－Ａ断面

堀削

旧川 新川

崩壊

床止工（帯工）

シ
ョ
ー
ト
・
カ
ッ
ト

床止工（帯工）

崩
壊

ＡＡ
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原形復旧不適当 事例

●河川堤防の被災
被災堤防に接続する堤防断面に合わせて復旧

改修済改修済

（集落地）

A A

B

B断面A断面

17
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Ⅴ 適用除外（法第６条）

●都道府県、政令指定市 １２０万円未満

●市町村 ６０万円未満

（ただし、応急仮工事費、処分費及び事業損失防止
施設費は含まない）

第１ １箇所の工事費

（査定決定額が限度額以上であることが採択条件、ま
た実施設計額が限度額未満となれば廃工）

１．法第６条・１に係る適用除外

手帳P22

手帳P147
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●河川、海岸の経済効果を算出する必要が
あるもの

①設置時と周辺状況が著しく変化し

②被害を放置しても影響が軽微なときは

③経済効果を算定し

④その他、復旧による効果も含めて総合的
に採否を決定

第２ 工事の費用に比して、その効果が著しく
小さいもの 手帳P26
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１．トンネル巻立コンクリートの軽微な亀裂修繕
のみ

２．石積・石張の破損防止のコンクリート突っ込
みのみ

３．間詰めのみ

４．直ちに破損する恐れがなく、他に被害を及ぼ
す恐れのない石積･石張の差狂いの修正の
み、又は欠脱の補充のみ

５．堤体に被害のない場合の漏水止のみ

（漏水止の応急工事の実施が必要条件）

第３ 維持工事とみるべきもの「のみ災」
手帳P26
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第３ 維持工事とみるべきもの「のみ災」

６．木工沈床の枠木の軽微な破損修繕のみ

７．少量の捨石補充のみ

８．堤防、護岸等に直接影響のない河床又は海岸地
盤の低下に対する根固め、床止め、突堤のみ

注（基礎が露出し、堤防・護岸等の安全に支障が
ある、又はその恐れがある場合は採択可能）

９．橋梁、トンネルの照明設備のみ

１０．地すべり防止施設の安定に影響ない流失盛土
の補充のみ



2019/4/1 22

１１．待ち受け式擁壁背後の堆砂容量に満
たない土砂の排除のみ

１２．排水施設で管渠断面の３割に満たない
埋塞の排除のみ

１３．その他、これらに類する工事

第３ 維持工事とみるべきもの「のみ災」

「のみ災」は２つ以上重複しても「のみ災」で
あるが、他の施設と同時被災すれば採択可能
な場合もある。
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第４ 明らかに設計の不備又は工事施行
の粗漏に基因して生じた災害

①異常天然現象の程度、築造後の経過年数、
被災施設の原形等を調査検討のうえ、慎
重に決定

②特に工事竣工後１年以内に被災した施設
の災害は、原因をよく調査検討のうえ採否
を決定‥ ‥ ‥ 「未満災」

③国土交通大臣が手直し工事、補強工事を
命じた個所でその工事の未完了が原因で
被災した場合は不採択

手帳P28
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第５ 甚だしく維持管理義務を怠ったこ
とに基因して生じた災害

１．柵工、枠工、木工沈床、木橋等の甚だしい
腐朽により、これらの施設に生じた災害

２．水門、樋門等の操作、その他の管理が著
しく不良のために当該施設に生じた災害

３．堤防における耕作等により当該堤防に生
じた災害

４．その他、これらに類する災害

手帳P29
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第６ 河川、港湾及び漁港の埋塞
（但し維持上､公益上必要なものは採択可）

●維持上、公益上必要なもの

１．河口の埋塞により

①破堤した場合、人家・公共施設・農耕地に甚大な被害
を与えた場合、渡船等が通行不能となった場合

②次期出水でこれらの恐れが大きい場合

２．河道の著しい埋塞（河道断面の３割程度以上埋塞）
により

①破堤した場合、堤防・護岸等が決壊した場合、人家・
公共 施設・農耕地に甚大な被害を与えた場合

②次期出水でこれらの恐れが大きい

手帳P31
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第７ 天然河岸･海岸の決壊
（但し維持上、公益上必要なものを除く）
●維持上、公益上必要なもの
１．天然河岸の欠壊により

①人家・公共施設等が流失、橋梁・床止工・井せ
き等の機能喪失、堤防・護岸の損傷、河道変化
で他に被害を与えた
②これらの恐れが大きい
（天然河岸と土羽護岸は異なることに留意）

２．天然海岸の欠壊により
①人家・公共施設等が流失、堤防・護岸が損傷

当該天然海岸の堤防効用喪失
②これらの恐れが大きい

手帳P34
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第８ 災害復旧事業以外の事業
の工事施行中災害

●他事業の工事施工中災害は工事請負契約により対
処する（災害復旧事業では採択しない）

●他事業計画区域内の在来施設の被災は必要最小
限で採択

①他事業が確定している場合は他事業が着工され
るまでの必要最小限の工法で採択
②施工中の他事業の手戻りとなるものは不採択
③他事業で在来施設を利用する場合は採択

④将来、他事業で撤去される場合は、その間の
必要最小限で採択

手帳P35
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第９ 直高１ｍ未満の小堤、幅員２ｍ未満の
道路、及び主務大臣が定める小規模施設

①直高１ｍ未満とは
●ｈ１，ｈ２のいずれも

１ｍ未満

手帳P36
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②幅員２ｍ未満とは

●道路は総幅員
●橋梁は高欄内側

又は地覆内側

●橋梁部は幅員１．５ｍ以上、前後道路２ｍ以上で採択可

手帳P38
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③小規模な施設に関るもの

「路面」とは
●舗装道路では路盤に至らない部分
●砂利道・厚さ３ｃｍ未満の舗装道では

下層路盤に至らない部分（改良済の場合）
又は深さ３０ｃｍまでの部分（未改良の場合）

●渓流の直高２ｍ未満の石垣・板柵類
のみ

●道路の路面又は側溝のみ

手帳P39
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④車馬の交通に著しい妨げのない
道路上の崩土の除去のみ

●幅員５ｍ以上の
国道・主要地方道

●その他の
道路

手帳P40
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２．その他の適用除外
（１）応急仮工事の災害は本工事の一部とな

るものを除き原則として認められない。
ただし、一定の条件のもと採択できる。

（２）道路の附属物のみの被災は、主務大臣
が指定する道路付属物以外は対象外。

（３）トンネル照明灯のみの被災
トンネルとともに被災は採択。

（４）法面処理工のみの被災
既設の施設のみの被災は採択しない。

（５）凍上災における歩道のみの被災
車道と同一区間は採択。

手帳P41
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失格・欠格理由（方針第１０）

１．失格（限度額未満）
「以下２～１９ 欠格」
２．被災の事実なし
３．異常な天然現象によらない
４．過年災
５．前災処理（変更設計対応）
６．別途施工（別途施行で対応済み）
７．重複（別途採択済み）
８．対象外施設（他省庁、他局所管）
10．被害少

手帳P202
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１１．経済効果少
１２．維持工事（のみ災）
１３．設計不備
１４．施行粗漏
１５．維持管理不良
１６．埋塞
１７．天然河（海）岸
１８．工事中災害（他事業工事）
１９．小規模施設

失格・欠格理由（方針第１０）
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Ⅵ 応急工事
第１ 国庫負担の対象となる範囲（令４・２）

応急仮工事は原則管理者の負担で施行すべきであ
るが、主務大臣が特別認める場合は、費用の全部
又は一部が国庫負担の対象となり得る

１．応急仮工事（要綱９・１）

仮道、仮さん道、仮橋、仮締切、欠壊防止工事、仮
排水施設、仮処理施設

２．応急本工事（要綱９・２）

査定前の施行工事で復旧工事の全部又は一部とな
るもの

手帳P42
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第２ 応急仮工事の採択要件

（１）仮道、仮さん道、仮橋工事

イ）一般国道・主要地方道、又は都道府県道・市
町村道で交通上特に重要な道路で、交通に著
しい支障があり、復旧に長期間要し、適当な迂
回路（原則2km以内）がない場合

ロ）道路・橋梁が被災し、民生の安定上（食糧物
資の輸送又は復旧資材の運搬等）必要な場合

１．応急仮工事費を除く本工事費が限度額以上
であること（方針７・（１））

２．応急仮工事の採択工法（要綱９・１）
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交通上特に重要な道路とは

①交通量１００台／日以上の路線

②定期バス又は定期貨物路線

③官公署、学校、病院、郵便局、
停車場等公共的施設に通じる路線
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（２）仮締切工事

●河川、海岸、これらと効用を兼ねる道路、
砂防、地すべり、急傾斜、下水道、公園

が被災し

●通常の状態（河川：警戒水位又は河岸高
の５割程度の水位、海岸：推定春秋大潮
満潮面＋１ｍ）程度の水位）で流水又は海
水が浸入し

●当該施設・隣接施設・背後地に甚大な被
害を与えている、又はその恐れが大きい。

２．応急仮工事の採択工法
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（２）欠壊防止工事

●河川、海岸、これらと効用を兼ねる道路、
砂防、地すべり、急傾斜、下水道、公園

が被災し

●次期出水等により当該施設・隣接施設・背
後地に甚大な被害を与える恐れが大きい。

２．応急仮工事の採択工法
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（３）仮排水施設工事又は仮処理施設工事

●下水道が被災して、下水の排除又は処理
に重大な支障を与えているため、緊急に施
行を要するもの。

２．応急仮工事の採択工法
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第３ 応急工事費等の取扱い
（要綱10.2、申合せ２）

• 査定時に竣工している応急工事の費用は精
算額と設計額の低い方を国庫負担の対象と
することとなっているが

• 査定業務簡素化のため、当分の間、竣工・未
竣工に関らず未着手扱いとして設計額を計上
する

• 応急仮工事費は「内仮工事費」と内書きする
• 応急仮工事の撤去費用は計上できないが、

次のものは計上しても差支えない。
①本工事に転用する材料・施設
②本工事の施工に障害となるもの
③仮設リース橋

手帳P45
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①管理者の別により区分

②工種の別により区分

③災害の別により区分

（被災が分離不可能なものを除く）

④直線距離で１００ｍを超えるものを区分

道路 Ｂ県 河川 Ｂ県 河川 Ｂ県

河川 Ｂ県 河川 Ａ市

１００ｍ以内

１００ｍ超

１００ｍ以内

１００ｍ以内

1箇所工事

1箇所工事の判断 手帳P23
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分冊の事例

200万円 100万円申 請
300万円

80m

１箇所

150万円 100万円

30mカット

110m

分冊
２箇所

採 択
150万円

失格
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申請者心得１０ヶ条

１．現地（特に背後地、前後施設、地質）を見ましたか。

２．被災水位（DHWL）を確認しましたか。

３．用地境界は確認しましたか。

４．起終点は明確ですか。

５．被災原因を把握しましたか。

６．適正な復旧工法になっていますか。

７．美しい山河を守る災害復旧基本方針に則しています
か。

８．仮設の工種は適正かつ計上漏れはありませんか。

９．設計書を担当者任せにしていませんか。

１０．その写真で机上査定ができますか。

この１０箇条は、査定現場で
生じた課題をまとめたもので
ある。（Ｈ１９）



平成２６年災害の主な改正点
１．下水道事業の追加

・仮排水、仮処理施設の費用について等

２．写真の簡素化に伴う修整（平成２５年８月２８日事務連絡）
・迅速な災害復旧を行うためにGPS.トータルステーションにより査定用設計書を作成する場合の方法

①延長表示のリボンテープの廃止②延長は杭間距離表示③水深のある箇所のポール設置の廃止
等

３．美しい山河の改定に伴う修正（平成２６年４月４日記者発表）
・多自然川づくりに関する最新の知見

①水際部への配慮 ②重要な環境要素への配慮 ③護岸における景観への配慮 ④環境上重要な区間・
箇所では特別に配慮

・設計の考えが確実に現場へ反映できるプロセスを導入

②各段階の留意事項を記載したチエッククリストの追加

（申請者、査定官、工事検査官）

４．査定設計書にかかる単価および数値基準の修正

５．事業損失防止施設費および投棄料の計上方法

・投棄料等を含まない設計書作成（投棄料等を除く直接工事費が限度額に満たない場合）

６．改良事業にかかる文言の明確化
・災害復旧事業は原形復旧が原則

・改良復旧事業は再度災害防止 等

７．その他文言の明確化
・すり付け工と取り付け工の考え方

・仮設道路延長のとり方 等

８．総合単価の使用についての一部見直し（H26,6,27水・国局長通達）

近年の主な改正点





ポール縦横断写真のイメージ ①

L=13.0m

3.0m 5.0m 5.0m

註1)  起終点の確認、距離判別のため、可能な限り正面から撮影のこと
註2)  被災の全景、範囲等が良く分かるように周辺を合わせて撮影のこと
註3)  写真の歪みなどにより、起終点付近の距離判別しにくい場合には水平ポール

等を設置して、延長の判別が可能なように工夫のこと

リボンテープ、
作業員を省略

現 状

改訂(案)

杭間距離表示の例

測点ポール

起点（NO.○）終点（NO.○）
NO.○NO.○

スケール貼付の例

※ 改訂（案）のポール、木杭等
はイラスト表示であり、実際
には実物を設置すること。





平成２７年災害の主な改正点
１．査定の効率化

①査定設計書と実施設計の乖離解消

消波根固めブロックは実施ブロックでも可、水換えは金額を問わず積み上げ積算可、

埋設土砂・流木撤去のうち査定時契約積済みの部分は全量計上可

②査定前着工（事後査定）、概略図面での査定・発注の奨励

・契約済み箇所は実施設計書を査定

③査定の簡素化

・写真撮影の省力化の徹底

・査定時のポールマンによる延長読み上げ不要。（延長の確認）

２．採択基準の明確化

・不可視部分は設計変更対応

・仮設道路の敷き砂利は原則再生砕石（リサイクル法の尊守）

・流出橋梁撤去は河川管理上支障があれば可 等

３．設計変更の効率化

・軽微な変更の内容拡大（現地状況変化による仮設工等の減、搬出先確定による投棄料・運搬
費の変更等）

４．その他

・査定は連続４日上限制（査定が連続する場合の連絡調整日確保）

・助成・関連事業は査定後であれば採択待たずに設計、工事に着工可等



平成２８年災害復旧の主な改正点

１．査定の効率化（Ｈ２６、Ｈ２７、Ｈ２８）

①査定の簡素化

・災害規模が大きい場合の査定簡素化適用要件を明記

・総合単価使用による査定設計書例を追加

・机上査定に関する都道府県主務課長「確認書」は箇所一覧表でも可

・気象資料については、気象庁アメダスレーダー、レーダー雨量等の活用も可（Ｈ２８．４通知）

２．採択基準の明確化（Ｈ２６、Ｈ２７、Ｈ２８）

・最深河床高の評価高から「根入れ」を設定することを明記（現況最深河床からの根入ではない）

・消波工、離岸堤工の採択基準を明記

３．設計変更の効率化（Ｈ２６、Ｈ２７、Ｈ２８）

・再測量による埋塞土等の変更、搬出先確定による発生材の投棄料・運搬費の変更→軽微な変
更

４．その他（Ｈ２６、Ｈ２７、Ｈ２８）

・査定は週連続４日上制限→申請者へ再徹底

・助成、関連事業に関する採択要件（助成：効果比の算定）の変更

・降灰除去事業の内容を追加



平成２６年５月１５日付け事務連絡（被災施設の原形等が調査不可能な場合の対応について）

で対応してきたが、未申請と申請漏れの区別が難しい。

対応

①申請者は、設計書に不可視による未申請であることを明確にする。

工事概要欄等に記載（例 ＮＯ○～ＮＯ○ Ｌ＝○○ｍ 調査不可能なため未申請）
＊H30 調査不可能区間は復旧延長には含めない。

②査定官は物理的に調査が不可能なため未申請であることを確認した旨を付箋に記入し
署名する。

記入例 ＮＯ．０～ＮＯ．０ Ｌ＝００ｍについて、

調査不可能なため未申請であることを確認

③申請者は、査定後速やかに被災調査を実施し、設計変更協議を行う。協議の際に未申請で
ある旨を説明するとともに、当該災害で被災したことを説明する。

説明がない場合や当該災害での被災を説明出来ない場合は、設計変更の対象としない場合も
ある。

参考）付箋について

・付箋について位置づけた条項はない。

・立会制度の第１４に「立会官合意の形式的表示は別にこれを行わず検査官が事業設計書の
内容を査定し、その総額を訂正朱書きすることをもって合意の証とする」とあるように、付箋が査
定の一般的行為としては位置づけされていない。

・ただし、実務として現地査定結果が付箋に明記され、その後の業務の重要書類として位置づ
けられている。

調査不可能な場合の対応について（Ｈ２８） 手帳P118

手帳P118



平成２９年災害復旧の主な改正点

１．改正点

・助成・関連工事は査定後であれば採択を待たずに設計、工事に着
手可能を記載（H27.6.1通達）

・大規模災害時の災害査定の事前ルール化等追加

・調査不可能な場合の対応を「付箋」に記載

・分割発注が必要なものを記載（応急仮工事、応急本工事等）

・河道閉塞採択について図を追加（別紙③）

・大型土のう図の修正

・設計変更の注意書きを追加（適切に行われるため）

・根固め工の図面修正（縦断図、横断図）（別紙⑩）

・大規模災害時における査定方針を記載

（Ｈ２９．２．１三局長通知）

・査定設計委託費等補助金交付要綱の一部改正を記載（激甚災害
や地すべり等で委託費等が高額になる場合等）
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手帳P151

手帳P119



「埋塞が著しい」とは
①埋塞が河積の５割程度以上の区間
は全損とする。

②５割程度以上の区間が、一連で８割
以上であれば一連区間全て全損とする。

一定災
福岡県：赤谷川（大山川、乙石川）、

白木谷川、北川
朝倉市：奈良ヶ谷川、平川、小河内川

＊市町村では全国初の一定災

埋側が著しい箇所全損

一定災の適用

平成２９年１０月３１日



平成３０年災害査定に関する基本方針

１．体制の充実

・役職にこだわらず適任者を新任拡大し習得を実施（習得後は早めに本番を経験）

２．負担法知識・査定技術力の向上

・各地方整備局で指導的立場職員が向上を図る研鑽に積極的に取り組む（国交大
研修受講者等）

３．査定情報共有と判断均衝化

・地整査定官間での申し送り等が必要な情報は本局を通じて行う。

・昨年度より防災課から災害査定官情報発信しており、最新情報の共有を図る。

４．市町村への支援

・各地整は市町村のニーズに応じて講習会等を企画。（講師は、国交大研修履修者
、全国防災協会災害専門家制度の積極的活用）

・「防災に関する市町村支援方策のあり方について」提言（Ｈ２９．２）

（国、地方公共団体、専門家、民間事業者等の連携により総力を挙げた災害対応）

・災害復旧技術専門家支援制度の活用の拡大を図る。（平時からの連携）

５．地域への情報発信

・特に大規模災害や地域の注目度が高い災害査定に当たっては、申請都道府県や
担当地方財務局と連携し、記者発表等を行い情報発信を行う。
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平成３０年災害復旧の主な改正点 1

１．採択基準の明確化

・調査不可能な場合の対応を明確化。調査不可能な未申請区間を含めて起終点を
設置すること。（被災延長＝調査不可能区間＋復旧延長）

・鋼矢板護岸工の根固め工（層積み）併用の場合於ける図の追加。

２．新制度

・「一定災」の拡充内容について記載（査定方法、申合への追記）

＊土砂等により著しく埋塞している河川についても、適用を拡充した。（河道断面の
五割程度以上埋塞が適用）

３．その他

・「美しい山河を守る災害復旧基本方針」の改訂（Ｈ３０．６．２６）

①近年の大災害への対応（河道計画の考え方、アドバイザー制度の活用）

②現場技術者の労力軽減（Ａ表の簡素化等）

③河川環境保全等の技術拡充（良好事例追加、事例集作成）



平成３０年災害復旧の主な改正点 ２

４．参考

・関連事業にも効果比算定

平成28年度から試行的に実施。（平成30年度も継続）

・「被災施設の原形等が調査困難な場合の取り扱いについて」（Ｈ30.4.5国水防第9
号通知）

＊土砂等による埋塞被害が甚大な場合の取り扱い。（H30災害手帳に記載）

・倒木の除去にかかる災害復旧事業の取り扱い（通知）（H30.12.18国水防第396号
通知）

＊土砂撤去とほぼ同じ内容

・地すべりに起因する施設災害の方針

「学識者等との連携、内部検討会の設置」

①定期的な被災状況の把握

固定様式による情報の共有

②学識者、研究機関との連携

意見聴取原則義務化

③内部会議（技術検討会）設置による申請者と本省防災課の連携
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１．H30年災害査定状況
九州：約２，１００件、決定額約４１８億円

内鹿児島県 ３０３件、３６億円（５カ年平均 ３３９件、約４７億円）
決定額全国上位３都道府県：広島県、岡山県、北海道

：過去５年間平均 箇所、決定額共約２．２倍

・九州地区の７月豪雨及び台風２４号被害に伴う措置
机上査定額及び現地で決定できる額の拡大
（福岡県：1,500万円未満、佐賀県、北九州市：1,000万円未満）

・災害査定に於ける動画活用状況
机上査定で、デジカメ動画やドローン動画をＰＣ等で再生し写真の補足として活用した。
福岡県（添田町、筑紫野市、直方市）、佐賀県（東部土木）、宮崎県（宮崎市）
＊査定がスムーズに行われたとの感想（査定官）

２．平成３０年度 主な災害復旧技術専門家活動内容（別紙パンフ）
・福岡県朝倉市及び東峰村へ年間を通じて支援（両市、村からの依頼）
・国土交通省九州地方備局の災害担当者会議等出席及び事務所等での勉強会参加

（整備局防災課長と覚え書き（情報共有等）締結 Ｈ２８．４．４）
等

平成３０年災害査定状況等



朝倉市の河川被災状況
赤谷川（左支川小河内合流点箇所）

H29九州北部豪雨とH30西日本豪
雨被災状況について

朝倉市の山の状況
妙見川上流

赤谷川の地質特性

朝倉市 東峰村

H29.7九州北部豪雨（朝倉市）





よくある議論から

平成１９年度作成
平成30年度一部修正



事例２被災確認被災事実の確認ができない？

擁壁が被災？
確認できない。

被災を確認できない ＝ 被災の事実なし

事例１

ただし、変更で対応可能！（設計書及び付箋に記載）



事例11二重対策
復旧目的が重複していないことの説明が必要！

事例２ いわゆる二重対策では？

十分な根入れが出来ない場合

根固め工施工

法枠工
＋ストンガード

のり面対策

のり面対策上
部の落石対策

ブロック積み
＋根固め工



事例13死に体

事例３ 経済的な工法か

用
地
境
界

用地を活用
しているか

ブロック積みで
申請

フトン篭と盛り土
で対応できないか

用地や周辺状況等を考慮した経済的な工法か！

過大な工法に
なっていないか

法枠工で
申請

モルタル吹き付けでは
ダメか



事例13死に体

事例４ 採択要件（異常な天然現象）

被災水位D.H.W.Lは採択要件！

D.H.W.L

警戒水位又は５割以上か

現地で採択要件の証明必要！

被災水位が確認できない

欠格

苔が洪水により剥離している



事例６天然河岸

維持上又は公益上特に必要な場合＝採
択

① 人家、公共施設等が流失した場合
② 橋梁、床止工、井せき等の機能が喪失した場合
③ 隣接の堤防もしくは護岸が損傷した場合
④ 河道が著しく変化して、他に被害を及ぼした場合
⑤ これらの恐れが大きい場合

天然河岸（海岸）の欠壊に係る災害復旧事業の
採択にあたっては、経済効果算定によらない！

天然河岸の採択は！事例５

天然河岸と土羽護岸との違いは明確に！



事例８護岸根入深

事例６ 護岸の根入れ深は！

根入深

原則根入深は０．５ｍから１．５ｍ程度

最大洗掘深＝
①現況最大洗掘深②実績最大洗掘深

③推定最大洗掘深のいずれか大きい方

原則カゴ工は１段（０．５ｍ）
ただし、洗掘の著しい箇所等は
０．５～１．５ｍ程度の範囲

護岸全面が広い場合は別
途判断することがある

根入れ深は
被災事例等から判断

手帳P３９４



事例７ 「死に体」に根固め、根継ぎ？

死に体とは 復旧にあたり部分的な復旧が不可能なもの

吸い出し、沈下、クラック、はらみだし、洗掘状況等や、
施工時の安全性の観点から判断

根継ぎは根固めで対処できない場合用いる！

根固めや根継ぎ等で復旧

死に体に
根継ぎはダメ

基礎部が被災

被災の調査は的確に！



事例３民地法面

事例８

民地申請：法面処理
崩土除去

崩壊が道路の効用上障害があるか！

民地の崩壊は原則負担法対象外

崩土除去
のみでは？

民地

道路の従前の効用を
復旧するため必要

民地の処理
が出来るか

負担法の
対象となる

用地買収等
が必要



事例４路肩崩壊

事例９ 通行上の支障なし？

路面、通行に支
障がない？

路肩の崩壊

路肩も道路施設である
「適用除外」ではない！



事例13死に体

事例10 大型ブロック積み擁壁の施工範囲

直高５～７ｍの場合
盛り土は土圧が小さい

ことを確認

切り土は地山が締まっ
ていること

道路土工指針の
経験に基づく設計法の適用

通常のブロック積擁壁で可

河川護岸にも適用！

直高
５～７ｍ

擁壁の
背面が



事例１増破

事例11

査定官指示事項で追加
または追加申請（申請換）

増破箇所が同一
被災年月日か？

増破区間が
限度額

以上か？

全体を次回申請
（前災を内転属）

前災処理
（設計変更）

Yes

No

Yes No申合
第１・七

申請箇所
は採択

査定時に増破箇所を確認したら？



事例７根固工のみ災

護岸基礎部の洗掘判断は？

原則として適用除外

基礎が露出
しているか？

堤防護岸の
安全に支障が

あるか？

Yes

No Yes

適用除外ではない

留意点 ： 基礎が岩着している場合や
出水後に土砂が堆積した場合

事例12



事例10復旧護岸高

事例13 復旧護岸高は？

D.H.W.L

復旧護岸高は？
既設高？DHWL？

前後施設、一連の区間の効用を確かめて！



事例12維持管理不良

事例14 維持管理不良では？

「甚だしい維持管理不良」の判断は慎重に！
要綱第１３を拡大解釈をしない！

被災原因？

寄洲 被災



事例13死に体

事例15 既設護岸の経済効果の判断

背後地が著しく変化した場合

現在は竹林

事例

背後地や周辺等への影響が軽微

経済効果その他復旧による効果を
総合的に判断

経済効果の算定は必要ない

以前は家屋有り

著しい変化がなければ、
原則原形復旧



事例13死に体

事例16 農業施設との採択範囲

取水堰付近の護岸の被災

用水取水堰
15m 10m

被災

利水施設管理者が施工できる範囲

河川護岸は原則河川管理者が施工すべき！

守るべき物が
河川管理施設かで判断



事例13死に体

事例17

①立木

③アースマウンド

or竹林

②H＝高い
崩壊線

ガードレール等の安全施設が新設出
来るか？

従前の効用回復の範囲で採択！

①②③のケースの他、
前後施設等も考慮



改良復旧のルール
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災
害
復
旧
関
係
事
業

被災箇所の復旧 単災＜河川等災害復旧事業＞

一定災

被災箇所と周辺をあ
わせた一連の改良

関連＜河川等災害関連事業＞

助成＜災害復旧助成事業＞

小川＜特定小川災害関連環境再生事業
＞

被災箇所上下流の
障害物の除去・是正 災特＜河川等災害関連特別対策事業＞

火山の爆発による降
灰の除去

降灰除去＜降灰除去事業＞

改良復旧関係事業
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災害復旧事業と改良復旧事業

■災害復旧事業（河川等災害復旧事業費補助）

原形復旧が原則 （不可能は従前の効用を復旧， 困難・
不適当は代わるべき必要な施設）
【根拠法令】

・施行権限等 →河川法、道路法等の個別法令
・費用負担率等→公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法

■改良復旧事業（河川等災害復旧事業費補助＋改良復旧関係の各種事業費補助）

災害復旧と一体となり，一定計画に基づくものや，局部
的な改良により再度災害防止(改良復旧)を図る事業
【根拠法令】

・施行権限等 →河川法、道路法等の個別法令
・費用負担率等→地方財政法，海岸法，砂防法等

注) 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律により補助金等の不正使用の防止，予算執行・交
付決定の適正化を図るものとされている。
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（参考）改良復旧事業について○ 被災箇所の災害復旧事業のみでは再度災害の防止に十分でない場合等に，被災していない箇
所を含む一連区間において，川幅を広げたり堤防を嵩上げして、洪水の氾濫を軽減する等，施
設機能の強化等を図る事業．

○ 再度災害の防止等を目的に被災箇所の復旧と併せて実施し，短期間で完成できるよう集中的

に予算を措置．

改良復旧

改良復旧

改良復旧

緩傾斜堤

被災は部分的であるが、
脆弱部や狭窄部を含む
一連区間で、川幅を広げ
たり堤防を嵩上げたりして、
洪水防御機能を強化

被災していない道路も含
め一連区間で道路幅を
広げ、交通機能を強化

被災していない箇所を含めた一連区間で、
人工リーフを設置したり護岸を緩傾斜とす
ることで、海岸の防御機能を確保した上で、
利用機能を強化

災害復旧事業と改良復旧事業
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改良復旧事業の概念

改良復旧事業による復旧効果の確保に
支障となる原因の除去

寄州、屈曲部などの自然の障害物、橋梁、堰等の工作物によってせき上げ
→ 改良復旧の効果の確保に支障
→ 障害物の除去・是正
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公共土木施設が広範囲にわたって激甚な被災を受けた場合， 一定の計画に基づ
いて復旧する事業で全額災害復旧事業費で改良復旧を行う災害復旧（要綱第３・
二・ト）

激甚な被災とは、完全決壊した延長が一定計画で復旧しようとする区
間の8割程度以上であること（査定方針)

①国の補助率は2／3以上

【一定災の条件】

①被災が広範囲にわたっていること
通常500ｍ以上（規定はない）

②被災程度が激甚であること

【一定災の特徴】

【留意事項】

①一定災で申請するか、助成もしくは関連事業で申請するか事前に決定

②下流区間への影響の確認

一定災（災害復旧事業費）
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平成23年 東日本大震災【福島県:渋佐萱浜海岸】

平成16年以来6年ぶりに採択

海岸堤防延長 ２，７５８．５ｍ
堤防被災延長 ２，５４７．５ｍ
被災率 ９２．４％

東日本大震災での海岸の一定災
岩手県 ２
宮城県 ８
福島県 ５
合 計 １５地区海岸

しぶさかいばま

一定災採択事例 海岸災
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①災害費（被災したところの原形復旧）：関連費（改良するた

めの費用）が原則１：１以下

②一箇所の災害関連工事費が

都道府県、指定都市：２，４００万円以上

市（指定都市を除く）町村：１，８００万円以上

③原則として他の改良計画がないもの

④災害関連事業によって得られる効果が大であるもの

河川等災害関連事業

85



関連事例：Ｈ２０災南川（福島県）

採択基準：査定方針第19・1・(ニ)・イ河川工事・(ハ)(ニ)

流路の是正及び落差工、帯工による再度災害防止

河積の拡大

護岸の嵩上

計画横断図

被災状況

河状不良により
耕地前面の護岸が崩壊

○：屈曲部を是正し河積を拡大する箇所
○：帯工、落差工を設置する箇所
■：浸水被害を受けた箇所

計画平面図

事業延長 L=1,076m

落差工・帯工の新設
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災害（親災）

関連（脆弱）

方針第19・１・（二） ﾍ.道路工事

(ﾎ)被災箇所に接続した脆弱な残存施設を改築又は補強

関連事業の事例
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河川工事，砂防工事及び道路工事において，効果的に改良復旧事業を実施するため，被災箇
所に接続する水路，渓流，排水施設等からの溢水氾濫等が，当該災害の発生原因となった場合
その原因の除去又は是正を行うことが可能となるよう要件を拡充．

88

原因となっている施設の除去・是正

水路河川・砂防

護岸の被災

溢水

水路河川・砂防

【災害】護岸の復旧

【関連】
水路の改良

← 河川

渓流

道路法面の被災

排水施設

道路

道路

渓流

【災害】道路法面の復旧

【関連】
排水施設、渓流
の改良

道路

道路

溢水

排水施設

← 河川

H23採択基準の拡充 被災原因の除去



原因の除去・是正ができる範囲は，被災箇所との距離が直線で４５０ｍ以内とする．
また，原因の除去等と合わせて改良が可能な範囲は，４５０ｍ以内とする。
（災害費：関連費が１：１の範囲とする）

■原因と被災箇所との関係（工作物の改築がある場合）

渓流

被災箇所
（道路法面） 排水施設（BOX）

道路

半径４５０ｍ
の範囲

被災の原因箇所

溢水

４５０ｍ

H23採択基準の拡充 被災原因の除去
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【平成23年度関連事業拡充（方針第19（二）ヘ道路工事（チ））】
被災状況：函渠断面が狭小であることから上流側でダムアップし，道路本体が被災．
対策概要：被災原因となった函渠（未被災）の断面を拡大させ，再度災害防止を図る．

【平面図】

【縦断図】

【函渠断面図】

断面拡大

①

②

③

④
①

②

③

④

関連事例： H23十日町川西線(新潟県)
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近接した地域にまとまって災害が発生した場合，その地域に複数の災害関連
事業が計画される場合があります．この場合，それらの事業を－体とみなし
て施行することにより改良復旧事業の復旧効果をより向上させ，事業全体を
整合の取れたものにすることができます．
このように，複数の災害関連事業を一体とみなして施行する仕組みを「地域
関連」といいます．
それぞれの関連事業が整合のとれた復旧計画を策定しより効果的，合理的な
改良復旧事業を実施することができます．

地域関連として一体とみなして施行することができる組み合わせは

① 同一工種で管理者の異なる災害関連事業の組み合わせ

② 河川・砂防・道路・橋梁・海岸災害関連事業の組み合わせ

③ ①と②の組み合わせ

地域関連（災害復旧助成事業、災害復旧関連事業）
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H29採択事例 （H29.11.8通知 ＊周知文）
・支川＋本川型：大肥川災害復旧助成事業（福岡県）
・水系型
・支川グループ型：桂川災害復旧助成事業（福岡県）



それぞれの関連事業の合計した総工事費
のうち総関連工事費の占める割合が原則
として５割以下とする．
ただし，関連工事費の限度額及び工事別
採択基準（査定方針第19第（二））は、
それぞれの関連事業ごとに満足する必要
があります．

地域関連
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支川＋本川型



助成事業の特徴

■海岸の例

■河川の例

被災 単災 助成
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河川又は海岸において激甚な災害が発生した場合，再度災害を防止するため災害
復旧費に改良費（助成費）を加え，一定計画のもと実施するものが河川等災害復
旧助成事業です．
助成事業は，効果が大きいことが必要であり，効果比及び妥当投資額を満足しな
ければなりません。

採択基準
①都道府県管理の一級河川（指定区間），二級河川，都道府

県，指定都市管理の海岸
②被害激甚であって災害復旧工事のみでは十分な効果を期待

できないもの

③総工事費のうち助成工事費の占める割合が原則として五割以下（著しく効果大
等の場合はこの限りではない）のものであって助成工事費が六億円を超えるもの
④原則として他の改良計画がないもの
⑤助成事業費によって得られる効果が大であるもの
⑥上下流（前後）に悪影響を与えないもの

河川等災害復旧助成事業
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助成事業採択事例 H24矢部川(福岡県)
事業主体：福岡県
事業箇所：福岡県八女市
河川名 ：一級河川矢部川水系 矢部川・星野川・笠原川
事業期間：平成２４年度から５年間
事業費 ：１１９億円（内 災害費３１億円、助成費８８億円）
延長 ：Ｌ＝３５,９００ｍ
（矢部川9,700m・星野川17,500m・笠原川8,700m）
工事概要：河道の拡幅、護岸、橋梁・堰の改築など

矢部川 星野川

矢部川

河川名 区間

矢部川 星野川合流点下流：24k700 ～ 笠原川合流点：34k400 82 軒 26.7 ha

星野川 矢部川合流点：0k000  ～ 蛇渕橋上流：17k500 427 軒 78.6 ha

笠原川 矢部川合流点：0k000  ～ 県管理区間上流端下流：8k700 34 軒 13.2 ha

543 軒 118.5 ha

※矢部川の浸水被害状況は、支川からの浸水被害および内水被害は除外した値

合　　計

　助成事業区間の浸水被害状況　

浸水面積浸水家屋

効果比＝3.57＞2
妥当投資額＝459億円＞事業費119億円 95



河川助成事業及び河川又は砂防関連事業の上下流において，狭窄部や屈曲部等の自
然の障害物又は橋梁等の人工工作物があり，改良復旧効果の確保に支障となる障害
物の原因を除去する事業．

河川等災害関連特別対策事業
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■採択のポイント

・直上下流において助成事業又は関連事業が採択

・災特事業と関係改良事業との距離は，おおむね200ｍ

・他の改良計画がないもの、かつ得られる効果が大

・工事費は，原則として関係改良事業の災害復旧費の

範囲内とし，1,600万円以上（ただし，市町村1,200

万円以上）１億円未満

・災特事業の現地調査は，助成事業又は関連事業と同

時に行う．また，関連事業がミニ関の場合は，災特

の調査額も現地調査時に調査額を決定し，助成又は

本関（親災が保留）の場合は，本省間により決定す

る．

河川等災害関連特別対策事業
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災害発生

改良復旧

原形復旧

助成 関連 一定災

改良で支障除去必要 河川環境の創設必要

災特 小川関連

即時対応･現地調査等

被害広範囲で全壊区間8割以上

工種が河川・海岸

一定計画改良費6億円超える

ＹＥＳ ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ ＹＥＳ

災害緊急調査

事業選定の検討手順
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